
①平時から災害時にかけての災害情報と

その伝達方策の充実・整理

②リスク情報の空白地帯の解消

③避難行動につながるリアルタイム情報の充実

④災害を我がことと考えるための取組の強化

大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について答申（概要）
～複合的な災害にも多層的に備える緊急対策～

＜諮問内容＞ 大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方はいかにあるべきか

○水災害の主な特徴と課題

【豪雨・水災害の特徴】
○ 停滞した前線に大量の湿った空気が供給され、前例の無いほど大量の総雨量を記録。地球温暖化による水蒸気量の増加も寄与
○ 広島県や岡山県、愛媛県では、多くの場所で24時間以上の長時間の降水量が過去の記録を更新
○ 中小河川のみならず、大河川の氾濫や都市部における内水氾濫、土石流等が各地で発生
○ バックウォーター現象等による本川と支川の合流部の氾濫や土砂と洪水が同時に氾濫する土砂・洪水氾濫等の複合的な要因による水災害が発生

【人的被害の特徴】
○ 土地のリスク情報や市町村の避難情報、防災情報等は出されていたものの、逃げ遅れによる人的被害も発生
○ 避難情報が発令されていない場合やダム下流部では浸水区域図が示されず、ダムの放流情報等が避難に活用されていない地域が存在

【社会経済被害の特徴】
○ 防災拠点、上下水道等のライフライン施設、交通インフラの被災により、地域の応急対応等への支障や、経済活動等へ甚大な被害が発生
○ 被災地が広域に及んだため、被害状況把握や早期復旧支援等の地域支援のために全国から多数の応援が必要

○対策の基本的な考え方

洪水氾濫、内水氾濫、土石流等が複合的に
発生する水災害へのハード対策や、氾濫水
の早期排水等の社会経済被害を最小化する
ハード対策の充実

○緊急的に実施すべき対策

⑤減災のためのハード対策の実施
⑥逃げ遅れた場合の応急的な退避場所の確保

⑦複合的な災害等により人命被害の発生する
危険性が高い地域の保全
⑧現行施設の能力を上回る事象に対する対策

①社会経済被害の最小化を図るための対策 ②被災地の早期復旧を支援

①気候変動への適応 ②広域的かつ長期的な大規模豪雨に対する対策 ③住民の住まい方の改善

(1)施設能力を上回る事象が発生するなかで、 人命を守る取組

(2)社会経済被害の最小化や被災時の復旧・復興を迅速化する取組

(3)気候変動等による豪雨の増加や広域災害に対応する取組

＜ソフト対策＞ ＜避難を支援するハード対策＞

＜被害を未然に防ぐハード対策＞

(4)技術研究開発の推進
①リスク評価の高度化 ②リスクに応じた防災・減災対策の充実 ③住民避難に資するリスク情報の高度化

○気候変動の影響による豪雨の増加も踏まえ、
事前の防災対策を推進

○地区単位で個人の避難計画の作成

マイ・タイムライン作成 避難経路の確認

多層的な対策を一体的に取り組み、「水防災意識社会」の再構築を加速

避難確保ハード対策事前防災ハード対策 住民主体のソフト対策

災害が発生した場合でも、応急的に
退避できる場所の確保や避難路等
が被災するまでの時間を少しでも引
き延ばすハード対策の充実

○メディアの特性を活用した、 情報発信
の連携

○大規模氾濫減災協議会等へ、利水ダム
の管理者や、公共交通機関等の多様な主
体の参画

○社会経済被害を最小化する対策の推進

○複合的に発生する水災害へのハード対策

住民が主体的な行動を取れるよう、
個人の防災計画の作成や、認識しやす
い防災情報の発信方法の充実

・バックウォーター現象 ・土砂・洪水氾濫

○避難路、避難場所の安全対策の強化

・後付式の流木捕捉工や強靱ワイヤーネットを
活用した緊急整備

本川の影響で
水位上昇が
発生

本川と支川の水位が高い
時間が重なって、支川の洪
水が流れにくくなる

上流部の土砂災害により発生した大量の土
砂が、洪水で河道を流下し、下流部において
土砂が堆積して、河床を上昇させて土砂と
洪水の氾濫が複合的に発生

プッシュ型の情報発信

ブロードキャスト型の情報発信

プル型の情報発信

・緊急速報メール等

・川の防災情報等のWeb Site、SNS

・ニュース番組（テレビ、ラジオ）等

住
民

○応急的な退避場所の確保


